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ロシアにおける政軍関係の変容 
岡田美保（防衛大学校グローバル セキュリティセンター 研究員）  

はじめに 

2021 年 7 月 2 日、プーチン(Vladimir V. Putin)大統領は、新たな「国家安全保障戦略」を承認した。新たな国家安全

保障戦略は、ウクライナ危機によってすでに関係が悪化している欧米諸国との対決姿勢を重ねて強調し、国益を守るための軍事

力や経済・情報安全保障の重要性を前面に出すとともに、ロシアの伝統的価値観や愛国心を、異質な外部の影響から擁護し

ていく方針を明確にした 1。2020 年 7 月に施行された改正憲法で大統領任期がリセットされ、プーチン続投の可能性が確保さ

れたことで、欧米諸国との対決姿勢と、ロシア独自の価値に基づく国内秩序の維持とを両輪とするロシアの国家戦略は、2036

年まで持続することも見込まれる状況となっている。対外関係の悪化と長期政権化が同時に進行する中で、ロシア軍の役割や、

政治と軍、社会と軍の関係性にはいかなる変化が生じているであろうか。 

 

対外脅威への対処は、軍の本来任務である。ジョージアとの戦争、クリミア併合、ウクライナ危機、シリア空爆といった一連の軍

事行動を経て、攻撃・防御・抑止・強要といったロシア軍の軍事機能は著しく強化されている 2。だが、軍が果たす機能や役割

は、それを取り巻く政治・社会・文化的文脈や、歴史的背景に応じて様々であり、伝統的な軍事機能に限定されるわけではな

い。本稿は、ロシアの国家戦略と現政権を維持するうえで、軍が果たしている政治的機能に着目する 3。軍の政治的機能という

場合、一般には政治指導部と軍との明確な区分と対立関係が想定されており、軍による政治介入をいかに回避するかという問

題として論じられがちである。だが、今日のロシアの政治過程における軍の役割は、政軍関係論が提示してきた理念型とは大きく

異なっている。 

 

以下では、ロシアにおける、権威主義体制の危機と存続を分析する視角を提示した上で、政治、軍、社会の三者間関係の

分析を通じて 4、軍が現政権維持のための「超多数派」形成機能を担っていることを指摘する。 
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分析の視角 

（1)「実効性の危機」と「老朽化の危機」 

権威主義体制は、一方でイデオロギーや様々な統治理念を操作し、他方で経済成長や治安の維持といった目標の実現を

約束することによって、権力の維持と反体制派の弾圧を正当化する。ここから、「実効性の危機」と「老朽化の危機」という、権威

主義体制の維持を困難にする 2 つの要因を想定することができる 5。 

実効性の危機は、経済の停滞や治安の悪化といった業績低下によって、約束した目標の実現に失敗し、政権の統治能力低

下が問題となる場合に発生し、民主主義体制下では、選挙による政権交代によって問題解決が図られる。これに対して老朽化

の危機は、体制成立時に掲げた目標を達成してしまったり、共産主義やナショナリズムといった正当化原理の効力が時間の経過

とともに弱まる場合に発生する 6。 

 

実効性の危機は、統治エリートによる問題解決能力の低下を意味し、政策実施機関である軍や官僚の組織利益を損なうた

め、反体制派の弾圧強化だけでは事態の改善につながらず、相対的に政権や体制の正統性喪失に繋がりやすい。他方、老朽

化の危機については、実効性の危機が同時に深刻化しない限りは、正当化原理を強化し、政権への支持率を高めることにより、

ある程度まで克服が可能である 7。つまり、対外軍事行動や国威発揚によって、選挙を乗り切るための「超多数派」の形成が行

われる限り、選挙権威主義は安定性・持続性を維持できる 8。 

 

今日、ロシアの政治指導部が直面している危機は、基本的には老朽化の危機である。むろん、現在のロシア連邦という国家

は、ソ連崩壊後に誕生して 30 年の若い国家である。ところがその 30 年のうちの 20 年間、プーチンが権力の座を維持し続けて

きた。当初、憲法で定められた大統領任期は連続 2 期８年であった。首相としての４年間を挟み、その間に 1 任期を６年に延

長する憲法改正を経て、現在の任期は 2024 年に満了する。2020 年の憲法改正は、その後のさらなる登板に道を開くもので

ある。一人の指導者が権力の座を維持する期間としては、あまりに長いと言わざるを得ないであろう。他方、経済の停滞を脱する

確たる見通しは立っておらず、コロナ禍への対応も十分とは言えないものの、それは政権の存続を揺さぶる形では表面化していな

い。実効性の危機は存在するものの、潜在的なレベルにとどまっている。 

(2)危機回避のメカニズムとしてのリヴァイアサン 

クリミア併合後のロシアは、全方位で戦争を展開している「リヴァイアサン」である－とモスクワの高等経済学院社会科学部のメ

ドベージェフ(Sergei A. Medvedev)教授は指摘している 9。ロシアは、「空間をめぐる戦い(the war for the space)」「象徴

をめぐる戦い(the war for symbols)」「記憶をめぐる戦い(the war for memory)」「国内秩序をめぐる戦い(the war for 

the body)」のすべてを同時に闘っているリヴァイアサンと化している。つまり、ロシアが戦っているのは、勢力圏喪失を阻止するた

め、ウクライナなどでの実際の武力行使によって展開されている「空間をめぐる戦い」だけではない。核大国としての地位や、ロシア

独自の価値と規範の集合体としての主権を擁護する「象徴をめぐる戦い」、大祖国戦争における勝利・解放という歴史認識を軸

に国民統合を推進し、歴史認識の「修正」に反発する「記憶をめぐる戦い」、そして愛国主義教育を通じた国民統合や、反体制

派による抗議運動の抑圧・インターネット規制などを通じて、現体制の維持を図る「国内秩序をめぐる戦い」である。 

 

リヴァイアサンの操縦者は、プーチン大統領を核とする政治指導部であり、ロシア軍およびその他の武力組織は、各々の戦いの

実行部隊として重要な役割を果たしている。ロシア軍が重要な役割を果たしているのは、「空間をめぐる戦い」においてばかりでは
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ない。戦略核戦力の整備を進め、戦闘準備態勢を維持するとともに、国境付近を中心に艦艇・航空機などによる警戒監視態

勢を保持することは、「象徴をめぐる戦い」の一環であり、外交面での示威機能も果たしている。歴史認識をめぐる内外政策は、

大祖国戦争史観を軸に展開されており、歴史の政治的活用は、世代を超えたロシア国家のアイデンティティ創出を可能にし、体

制への支持を動員する有力な梃子ともなっている。だからこそ、戦勝におけるソ連の役割を否定し、「解放」ではなく「占領」だと主

張する関係諸国の言動には、「歴史の歪曲」として強い抵抗を示すのである 10。対独戦勝記念日における軍事パレードを持ち

出すまでもなく、「記憶をめぐる戦い」においてもロシア軍の象徴機能は重要である。 

 

3. 近年の動向 

(1)軍への支持率上昇 

全ロシア世論調査センター(ВЦИОМ)のデータ(右

図)によると、ロシア軍に対する支持率は、2014 年に、

前年の 58.7%から 77.0%へと急上昇して以降、

2017 年には 90%を超えるなど、次点のロシア正教会

を上回る高い値を維持している 11。2014 年を境とする

支持率の上昇は、クリミア併合後の大統領支持率の上

昇と呼応するものである一方、2018 年の年金受給年

齢の引き上げを契機とする大規模な抗議行動以降、大

統領支持率が 60%台で推移しているのとは対照的

に、軍への支持率は高い値を獲得し続けている。 

 

軍が社会の幅広い支持を受けているのは、2014 年

以降、断続的に行われてきた武力行使により、ロシアの国際社会における存在感が高まり、それがマスコミでも大きく取り上げられ

ていることだけによるわけではなく、軍が果たしてきた国家アイデンティティの象徴機能にも由来する 12。つまり、「空間をめぐる戦い」

「記憶をめぐる戦い」「象徴をめぐる戦い」を同時に戦い続けることで、結果的に、軍と市民社会を巻き込んだ超多数派の形成が

可能になり、政権の正当化原理の強化と持続性のサイクルが生まれることになる。 

(2)軍と社会 

プーチン大統領は、当初より愛国主義の重要性を指摘し、ロシア社会の愛国心を涵養するために様々な施策を実施してき

た。もとより形骸化していたとはいえ、国家と国民をまとめ上げていた共産主義やマルクス・レーニン主義の正当性は、ソ連崩壊に

よって最終的に失われ、民族の誇りや尊厳が傷つけられた。こうした状況下で、ロシアをまとめていく理念となるもっとも有力な要素

が愛国主義であり、大祖国戦争史観を中核とする歴史認識である。大祖国戦争では、異なる民族が祖国のために一致団結し

て戦い、勝利を勝ち取った。だからこそ、世代を超えて、また民族的な相違に関わりなく、国民の大多数が大祖国戦争での勝利

を誇りとし、歴史上偉大な出来事の一つと認識している。愛国主義こそ、多民族国家ロシアで大多数の支持を得られる、数少

ない国民統合の紐帯なのである 13。 
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愛国心を育成するため、公教育で用いられる歴史教科書の記述を大祖国戦争史観化する施策は、従来から進められてい

た。これに加えて 2016 年 6 月、国防省は、8 歳から 18 歳までの学童を対象とした全国軍事愛国社会運動協会「ユナルミ

ヤ」(Юнармия)を立ち上げた。ユナルミヤの支部はロシア全国にあり、加入者に対し、愛国心育成を目的とした歴史・軍事史

教育のほか、スポーツやサマーキャンプ、軍への入隊の勧奨や、入隊前訓練を行っている。2017 年以降は、ユナルミヤのメンバー

が対独戦勝記念日の軍事パレードに加わり、行進するメンバーの様子がテレビで全国に放映されてきた。2021 年 7 月時点で

加入者は 85 万人に達している。ユナルミヤは、本来「自発的」な活動であるが、本年末までの加入目標(100 万人)が国防次

官から示されるなど 14、上からの梃入れが強化されている。 

 

2020 年 7 月に施行された改正憲法では、大統領任期をリセットする形でプーチン大統領続投の可能性が確保されただけ

ではなく、新たに、愛国主義や歴史認識の涵養に言及がなされることとなった。両者とも、議会に提出された当初の法案では言

及されていなかったもので、下院における憲法改正法案第二読会で文言の修正がなされるとともに、歴史的団結、神への信仰、

祖国の防衛者の追悼、歴史的真実の保護、子どもの愛国心、公民意識、年長者への敬意など、愛国主義的、保守的な価値

観を強調する文言が書き加えられた 15。 

 

愛国主義が官製化され軍事化していく中、「愛国主義」という言葉が意味する内容について、政治と社会の間にずれが生じて

いることも指摘されている 16。愛国主義が選挙権威主義の装置になるにつれ、市民の自発性よりも政治的な意向が前面に押し

出されてくる 17。一般的な市民が考える愛国主義は、素朴な生まれ故郷への愛着であり、愛国主義を否定する人は少数であ

る。だが、大多数の市民が優先するのは目の前の生活である 18。愛国主義が重視され、幅広い支持を得ていることは確かである

が、愛国心を国家や防衛と直接結びつけ、犠牲的精神を押し付ける上からの愛国主義が、そのままの形で受け入れられている

わけではない。 

(3)政治と軍の関係 

プーチン大統領は、その第一・第二任期(2000-2008 年)において、国防相及び国防省(局長級ポストのごく一部)の文民

化を進めた。参謀本部の独立性というソ連時代からの制度的慣性を完全に克服したわけではなかったが、指揮系統の一元化に

取り組んだ。脅威認識の共有は簡単に進んだわけではなかったが、深刻化していた軍人の社会保障問題の解決を図り、軍の政

治指導部への信頼の回復に努めた 19。対外政策との関連で重要だったのは、2008 年 8 月のジョージアとの戦争を一つの契機

として、軍への資源配分の適正化を図り、ソ連崩壊後、著しく滞ってきた装備の更新と近代化を本格化させたことである。カラー

革命やミサイル防衛、北大西洋条約機構(NATO)の拡大を通じて、ロシアの主権や勢力圏が欧米諸国によって脅かされている

という認識の共有が進んだことも重要である。 

 

政軍間における価値観と脅威認識の共有促進という点では、2018 年 7 月に重要な措置が取られている。プーチン大統領

は、国防省に軍政治総局(Главное Военно-Политическое Управление: ГВПУ)を設置する大統領令に署名し、

カルタポロフ(Andrei V. Kartapolov)上級大将を軍政治総局長たる国防次官に任命した 20。当初、軍政治総局の具体的

な任務は詳らかではなかったが、参謀本部大学を始めとする軍の教育機関のほか、軍のテレビ(Zvezda)、新聞(Krasnaya 

Zvezda)などのメディアだけではなく、愛国者公園やユナルミヤの運営をも管轄することが次第に明らかになった。また、軍政治総

局の任務を実施するため、すべての部隊に政治教育を行う軍曹が配置されるとともに、各軍管区に政治教育を統括する中将ク

ラスのポストが設けられる。軍事心理学の文民専門官に階級を与え、将校として任用することも判明した 21。 
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当然のことながら専門家からは、一党支配体制でもないのになぜ軍政治総局が必要なのかという問題提起がなされた 22。カ

ルタポロフ国防次官は、軍政治総局は 1991 年に解体された国防省組織の復活ではないのかという質問に対し、次のように答

えている。「ロシア軍は変化し刷新されてきた。今日では世界でもっとも強力な軍隊だ。軍の力は兵や航空機・艦艇の数ではな

く、兵の士気で決まる。...そのための軍政治総局だ。ソ連時代のコピーではなく、国家の軍事政策を隊員に対して明確にし、

様々な課題の遂行へと動員することを任務としている。指揮官は兵にどう撃つかを教える。そして軍政治局は、誰をなぜ撃つのか

教えるのだ」23 と答えている。 

 

同国防次官はまた、情報戦に備えることも軍政治総局の主要な任務であるとしている。「我々の任務は、異なるイデオロギー

など、隊員の認識に働きかけ腐食させようとするものからの情報耐性(информационный иммунитет)の構築にある。我々

の"パートナー"は、対象国と戦うよりも、その国の政権を覆す方がずっと安くつくと見ている。彼らがどのようにこれ(政権転覆)を行う

か、我々にはよく見えている。情報空間では今、社会の認識、個人の認識をめぐる戦いが繰り広げられている。特に若者が狙われ

ている。若者にはまだ自分自身の意見がなく、人格の形成段階にあるからだ。ここに"パートナー"の侵入を許してしまえば望ましく

ない結果がもたらされるだろう。」24 社会の伝統的な価値体系を守るため、水際で「侵入」を阻止することも「国防」の一環であ

り、軍政治総局がその機能を担っているというのだ。 

 

2021 年 7 月 12 日に公表された「ロシア人とウクライナ人の歴史的一体性」と題するプーチン大統領の論文は、軍内の必読

文献とされた 25。軍政治総局の存在は、「ウクライナの真の主権は、ロシアとのパートナー関係の中でこそ可能になる」という、ウク

ライナからも国際社会からも到底受け入れられない、独善的な見解の徹底を容易にしている。 

 

軍政治総局は、政軍間の価値観・脅威認識の共有を促進しているだけではなく、市民社会の若年層に教化活動の対象を

広げ、保守的な政治意識の形成・超多数派の再生産機能を果たしている。つまり、軍は「国内秩序をめぐる戦い」でも強力な担

い手となっている。同時に、愛国主義・歴史認識、資源配分の上で軍を尊重するプーチン政権の国家戦略が、軍の組織利益を

推進している点も看過できない。軍による超多数派形成機能は、政治の側から一方的に押し付けられたものではなく、軍の上層

部もまた進んで受け入れたものである。2014 年以降の戦術・戦法面での革新や一連の武力行使の根底には、政治と軍の互

恵関係ないし「尋常ならざる一致(unusual unity)」がある 26。 

 

このように、今日のロシアにおける「軍の政治化」は、軍が政治勢力間の闘争に巻き込まれて生じた、1990 年代の不本意な

政治化とはまったく異質なものである。政軍関係の問題が単純ではないのは、文民統制が確立し、文民政府への軍の服従が確

保されているとしても、また、それが社会の大多数の積極的・消極的な支持に支えられているとしても、最善の結果をもたらすとは

限らないという点である。 

 

おわりに 

以上で述べた超多数派形成のメカニズムは、ありうべき政権交代によるロシア国内の混乱や不安定化の回避に役立つ一方

で、エリート層を含めた社会構成員の政治意識を呪縛し、対外政策の選択の幅を狭めている。外交的な解決を尽くさないまま、

政治問題の解決に軍を投入し、軍事的・非軍事的手段でロシアに有利な状況を作り出すやり口によって、欧米諸国との関係は

修復不可能なほどに悪化している 27。ロシアの反体制派は、選挙不正や汚職を摘発して現体制の正統性に挑みはしても、こう

した対外路線には異を唱えていない。それでは支持層を増やせないからである。 

 

https://www.jiia.or.jp/research-report/russia-fy2021-03.html#sdfootnote22sym
https://www.jiia.or.jp/research-report/russia-fy2021-03.html#sdfootnote23sym
https://www.jiia.or.jp/research-report/russia-fy2021-03.html#sdfootnote24sym
https://www.jiia.or.jp/research-report/russia-fy2021-03.html#sdfootnote25sym
https://www.jiia.or.jp/research-report/russia-fy2021-03.html#sdfootnote26sym
https://www.jiia.or.jp/research-report/russia-fy2021-03.html#sdfootnote27sym
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9 月 17-19 日に行われる下院議員選挙に向け、支持率低迷が深刻化している統一ロシアへのテコ入れのため、ショイグ

(Sergei K. Shoigu)国防相が連邦比例区名簿の筆頭に動員された。また、ユナルミヤを牽引してきたカルタポロフ国防次官も

同党から出馬することになっている 28。直接・間接に進められてきた「軍頼み」が、どの程度の「超多数派」をもたらすのかが、この

選挙の一つの注目点となるであろう。国防相は現役軍人ではなく政治家であり、現役・退役軍人による選挙運動は、これまでも

行われてきた個人的な政治活動だ、という立場に立てば、軍は、組織としては特定の党派に肩入れしておらず、選挙で選ばれた

政府の統制に服しているという原則が、辛うじて維持されていることになる。だが、今日のロシアにおける軍の政治化を否定すること

は困難であろう。 
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